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公共放送ワーキンググループ（第22回） 

議事要旨 

 

1 日時 

令和６年６月14日（金）16時00分～17時25分 

 

2 場所 

総務省内会議室及びWEB 

 

3 出席者 

(1) 構成員 

三友主査、大谷構成員、落合構成員、長田構成員、林構成員、水谷構成員 

(2) オブザーバー・出席者 

日本放送協会（小池専務理事、那須国際企画部長、山本経営企画局専任部長）、 

（一社）日本民間放送連盟（高田企画部長）、 

株式会社日本国際放送（安井専務取締役、薮並取締役）、 

南海放送株式会社（渡部取締役執行役員営業編成本部副本部長） 

(3) 総務省 

竹内総務審議官、山碕大臣官房審議官、金澤情報流通行政局総務課長 

飯倉同局放送政策課長、後白同課企画官 

 

4 議事要旨 

(1) 開催要綱の改訂について 

事務局から、資料22－１に基づき、説明が行われた。 

 

(2) 第21回会合におけるヒアリングでの構成員の質問への回答 

日本放送協会 小池専務理事から、資料22－２に基づき、説明が行われた。 

また、各構成員から以下のとおり発言があった。 

【大谷構成員】 

 １０ページで、三友主査からの御質問への追加の回答をいただいておりますが、こ

の中で、ＯＴＴ配信など外部プラットフォームの有効活用や周知広報の強化に取り組

参考資料 
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んでいかれるということで、日頃から取り組まれていることをますます強化されてい

く御意向だと感じております。全体的な方向として、ネット併用型の送信網へのシフ

トについての課題を検討されていくということで、これから大変数多くの課題に向き

合っていかれることになろうかと思います。ＯＴＴ配信などの活用に当たっての課題、

他人のプラットフォームであることから出てくる現状での課題はどのようなものがあ

るとお考えになっておりますでしょうか。中長期的な課題が多いと思いますけれども、

短期的な課題として受け止めていて、一定の対応策を考えられているものがございま

したら御披露いただければと思います。 

 

【日本放送協会 那須国際放送局国際企画部長】 

 ＯＴＴや外部プラットフォームはネット配信でございます。これまで、従来型の放

送によるリーチの拡大というところですと、放送とネット配信の権利の体系が違うと

いうことがございます。これまで放送に関しては権利確保をしてきましたけれども、

ネット配信の権利も各番組について確保していく場合によってはコストもかかってく

ることがありますので、そこが今後の課題だと感じております。 

 

【大谷構成員】 

 恐らく短期的な課題ということで、中長期的な課題まで入れると、さらに多数の課

題がおありになることかと思います。権利の問題につきましては、制度改正、あるい

は制度調和といったことも含めて検討の余地があると思いますので、検討課題の進捗

の状況などについては、今後とも、この公共放送ワーキンググループに御教示いただ

けるようにお願いしたいと思います。 

 

【落合構成員】 

 私が質問したい事項が、今後、基本的な戦略をどう整備していくのかという点でご

ざいます。必ずしも、すぐに大部の資料で御回答くださいといことではありませんが、

より精密な分析や内部での御検討も踏まえて、継続的に、経営戦略そのものをどうさ

れていくかをお伺いしたようなところもありますので、今回、回答自体は深めていた

だき感謝申し上げます。ぜひ、中では株式会社日本国際放送を含めて、それぞれ継続

的に深めていっていただきたいと思っておりますので、今後ともこういった取組の高



 －3－ 

度化をお願いしたいと思っております。 

 海外への配信という意味では、オンデマンドなどの活用も重要であろうと思います

し、例えばＮＨＫの場合、国際協力で制作されており、海外でもしっかり見ていただ

けるようなつくりを目指して制作しているものもあると思います。そういうものも活

用していくための取組を進めていくということも重要なのではないかと思っておりま

す。海外との関係では、広告などの点について、国内と国外を分けて、より積極的に

費用を取り、プラットフォームを拡充させていくことや、場合によってはＮＨＫと費

用自体を分けていくこともあるかもしれません。最終的にはＮＨＫと民放の協力の話

もしていく中で、プレゼンスが上がること自体が最終的には日本の放送業界全体のプ

レゼンス向上にもつながっていくのではないかとも思いますので、ぜひ、どういう形

で深めていけるのかを忌憚なく、内部的に御検討いただけないかと思っております。 

 

【日本放送協会 小池専務理事】 

今御指摘いただいた内容も踏まえて、課題などもあると思いますので、十分に検討

させていただきたいと思います。 

 

【三友主査】 

 ＮＨＫには膨大なコンテンツがございます。国内ではＮＨＫオンデマンドという形

で提供しているわけですけれども、海外には届いていない、海外では見ることができ

ない状況になっております。ライツの関係等で提供できないコンテンツもあるのは承

知しております。ただ、ドキュメンタリーなど、ライツが基本的に関係ないコンテン

ツについては公開できるのではないかと思います。また、大変よい作品をたくさん持

っていらっしゃいます。震災報道あるいは我が国の危機管理に関するところも含めて、

そういうコンテンツも、将来的にはぜひ海外に発信できるようにしていただければと

思います。これは私からのお願いでもございます。 

 

【内山構成員】 

北米でテレビジャパンをＪｍｅに切り替えられた、つまり、ケーブル向けのチャン

ネル事業からネットＳＶＯＤに切り替えられて、まだ１か月、２か月程度だと思いま

す。切り替えられてみて、実際、今どういった具合でしょうか。 
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 先ほど事務局資料の１０ページ目のところで、ホームパスに関しては、ＢＢＣある

いはＣＮＮと遜色ないと御回答いただいております。このような海外展開マターにお

いて、どこかベンチマークにされている外国事業者はございますか。ＮＨＫ放送文化研

究所等でもＢＢＣは研究されているとは思いますが、それ以外にベンチマークにされ

ているところがありますかという２点目の質問でございます。 

 

【日本放送協会 那須国際放送局国際企画部長】 

 御指摘のＪｍｅは、北米で子会社が始めたサービスですけれども、この４月からＯ

ＴＴプラットフォームに切り替わったということで、テレビジャパンの視聴者の方を

中心に、半数以上の方にＪｍｅに移行していただいていると聞いております。さらに、

このＪｍｅの周知広報を図って、さらに加入者を増やしていきたいと聞いているとこ

ろでございます。 

 ＢＢＣとＣＮＮの件につきましても御指摘いただきました。確かにおっしゃるとお

り、成り立ち等々違ったりしますし、ＫＢＳは我々と違ってエンタメ、ドラマに注力

しているということもあり、なかなか一つ、明確にこの会社というものはございませ

んが、例えばシンガポールのチャンネルＮＥＷＳアジアといったところであれば、ア

ジア向けのアジアの情報といったところで親和性がございますので、そういうところ

の動向というのは特に気にしながら、分析を進めていきたいと思っております。 

 

【内山構成員】 

Ｊｍｅがまだ半分ぐらいしかシフトしていない。少し気になる数字ではありました

が、引き続き健闘されることをお祈りしております。 

 

(3) 南海放送株式会社からの説明 

南海放送株式会社 渡部取締役執行役員営業編成本部副本部長から、資料22－３に

基づき、説明が行われた。 

 

(4) 質疑応答・意見交換 

各構成員から以下のとおり発言があった。 

【内山構成員】 
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 南海放送株式会社は「のぞいてニッポン」にも関わっていらっしゃったと思います。

あのようなことを通した海外展開はいかがでしょうかというところで御感想を伺いた

いです。２点目は、先ほどインドネシアにお力を入れていらっしゃるということで、

今、自分の手元にある資料を探しておりましたが、先ほど組まれているＭｅｔｒｏ Ｔ

Ｖは、インドネシアで展開した先で、インドネシアですと、Ｎｅｔｆｌｉｘ、Ｖｉｄ

ｉｏ、ｖｉｕ、ｉｆｌｉｘなどがシェアを占めている配信プレーヤーのようですが、

そこに展開していけるのか、もしお分かりになれば、お答えいただければと思います。 

 

【南海放送株式会社 渡部取締役執行役員営業編成本部副本部長】 

 まず、１つ目の「のぞいて日本」あるいは海外展開の感想というところでいきます

と、こうした取組は、とにかく長く続けていきたいと南海放送株式会社では考えてお

ります。 

 一方で、私も取締役という立場で経営陣の端くれですけれども、収支も問うていか

なければいけないということもありますので、そこのバランスを求めていかねばなら

ないと考えております。 

 ２つ目のインドネシアのＭｅｔｒｏ ＴＶの件ですけれども、ここはニュース専門

チャンネルから、２０００年からスタートし、二十数年の局です。大きな企業グルー

プに属していないので、配信チャンネルは持っておりません。その代わりに同時常時

配信を実施しており、ＹｏｕＴｕｂｅを活用してアーカイブを出しておりますので、

そこで今でも「Ｊｏｕｒｎｅｙ」の愛媛版を見ることができます。 

 先ほど申しましたように、ドラマにつきましては、ＳＧＴＶのグループが

https://www.vidio.com/、Ｖｉｄｉｏというものを持っていますので、そこで見るこ

とができます。局によって対応は違うけれども、ボット的なところはどの局もやって

いるという実情であります。 

 

【長田構成員】 

 個人的に加藤ひろあき君は昔からよく知っている子で、インドネシアで頑張ってい

るので、彼の様子が見られて、うれしかったです。 

 南海放送株式会社との思い出といえば、夏井いつきさんのラジオ「一句一遊」につ

いて、夏井先生に御講演いただいた際、世界各国いろいろな方から俳句の投句がある
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というお話をお伺いしました。世界に意図していないときから、反響があったという

お話を伺い、そういう力をお持ちの放送事業者という印象を持っております。本日の

ヒアリングで、様々な努力をしていらっしゃるのがよく分かり、非常にうれしかった

です。 

 課題のところで、日本でプラットフォームをつくるのは大変というお話がありまし

た。確かに非常に大変なことだとは思いましたが、日本独特の方向の発信力が、大手

プラットフォーム事業者に埋もれない努力といったところに、今までずっと培われて

きた御経験が活かせるのではないかなと思っております。 

 

【南海放送株式会社 渡部取締役執行役員営業編成本部副本部長】 

 引き続き、インドネシアをターゲット国に頑張っていきます。 

 

【落合構成員】 

 御経験を踏まえて、他の放送事業者が展開される場合にどうなのだろうというので、

御経験の範囲で教えていただければと思います。１つ目が、今回インドネシアでの展

開ということで、インドネシアの中である程度見ていただけるようにする、評価され

るようにしていくための工夫としてどういうものがございますでしょうか。 

 ２つ目は、今回、インドネシアで展開されたお話ではありましたが、例えばほかの

放送事業者であれば、例えば東南アジアであるにしても、ベトナム、タイ、マレーシ

アなど、興味を持たれるような国は様々あろうかと思います。どういうところに着目

し、どういう国で展開していくとよいのでしょうか。国によってニーズが全く違う部

分があり、文化、場合によっては宗教も違う部分があると思いますので、どういうふ

うに見極めていくとよいのかということです。 

３つ目は、内山構成員も御質問されていましたが、配信チャネルをどう選択してい

くのかについては、国によって異なると思いますので、一概に言えないと思います。

国によって放送事業者がより強い国や、英米系のプラットフォームがより強い国もあ

ると思います。そういった中で、改めてどのように配信チャネルを選択していくとよ

いでしょうか。日本で別にプラットフォームを準備すると、どういったところが役に

立つ可能性があるか、一方でほかの選択肢をどう活かしていくとよいのかについて、

大変興味深い御発表でしたので、お伺いさせていただければと思います。 
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【南海放送株式会社（渡部取締役執行役員営業編成本部副本部長）】 

 １つ目につきまして、見ていただける評価、工夫に関しては、日本のテレビ視聴率

も全く同じですけれども、自分の放送局でのＰＲは、もともとのファン層を獲得でき

るということで、当然、一つ強いところはあります。ただ、それ以上に、常時テレビを

見ている人が少なくなっている中での対応ということでいきますと、強いインフルエ

ンサー発信を依頼する、海外の中で強いパーソンと組んで、広報、宣伝を行っていく。

見られ方は、テレビでなくても、スマホでもいいですし、アーカイブでもいいので、

とにかく見て、話題にして、見た方に周囲に拡散していただけるきっかけとしてのイ

ンフルエンサーの確保だと思います。 

 ２つ目につきまして、国の話になりますけれども、我々がインドネシアを目指した

理由につきましては、コロナ前に愛媛県がインドネシアをアウトバウンドのターゲッ

ト国、インバウンドのターゲット国にしようとしているという情報を聞きましたので、

インドネシアにしました。愛媛県もそうですし、私も思いましたのは、戦前からつな

がっております財閥系、具体的に言いますと住友系の進出を中心に、日本の方が非常

に多い、それから愛媛県人会というのが非常に強いので信用できる。第三者的に、イ

ンドネシア人のグループを判断できる材料が割と身近にありましたので、そういうと

ころも含めて、インドネシアをターゲットにしました。ただ、コロナで県の計画が中

断し、県としてのターゲット国がほかに移りました。とはいえ、南海放送では根づく

までは続けようということでやっているところです。 

 ほかの国でいきますと、例えばインドネシアとマレーシア、マレー語とインドネシ

ア語は似ておりますけれども、国民相互の感情が大阪人と東京人ではないですけれど

も、少し違います。また、ベトナムやタイは言語が違いますので、取組方としては、そ

ういったところも考えて取り組まないといけないと考えております。 

 それに付随しますが、その国に対しての政治力、経済的なつながり、人のつながり

なども含めて、どうしていくのかということかと思います。単に広報宣伝というより

も、コンテンツをどういう形で売り込んでいくというところまで考慮する必要がある

と考えます。 

 最後、配信チャンネルですが、いろいろな考え方があると思います。例えば、オー

ルＪＡＰＡＮのチャンネルをつくろうということになったときに、日本語と英語だけ
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でよいのかというと、そうではないと思いますので、ＮＨＫワールドＪＡＰＡＮも多

言語対応ですが、同じように、多言語の部分をどう見やすいＵＩにしていくのかとい

うのも必要でしょうし、そこまでやるよりも先方の国の配信に乗ったほうがいいとい

うような考え方もあるでしょう。これは御議論いただく最たるところかなと思ってお

ります。 

 

【落合構成員】 

 最後の点は非常に難しい点だと思います。ただ、一方で、多言語でどこまで対応す

るのかということもあるでしょうから、いろいろな選択肢も考える必要があると思い

ました。また、比較的ローカライズといいますか、インドネシアで戦略を立てるに当

たっても、出来上がった姿だけを見ると１回でストレートにうまくいきそうに見える

こともあるかもしれませんが試行錯誤をされたということもあるのかなとお話を聞い

て感じました。そうすると、いろいろな形でチャレンジをしていく中で、少しずつ経

験値を上げて、確度が高いようなやり方を見つけていくということも必要なのかなと

思いました。東南アジア各国の視聴の様子や、それも踏まえたお話を含めて、大変参

考になりました。 

 

【水谷構成員】 

 落合構成員の３つ目の質問にも関わるかなというところですけれども本日のヒアリ

ング資料に、インドネシアのアンケートの結果が出ております。先ほどの御説明です

と、インターネット上で見る手段というのは、ウェブサイト上でネット視聴するか、

あるいはＹｏｕＴｕｂｅで視聴するかという話で、アンケート結果でも、ＹｏｕＴｕ

ｂｅのアーカイブとテレビの生放送をスマートフォンで視聴という表現で割合が出て

おります。一方で、ほかのソーシャルメディアでの利用状況がどうなっているか気に

なりっております。発表の中で、番組のＣＭ間単位でカットしたショート版を上げる

という話が出ておりました。それでいきますと、ＴｉｋＴｏｋは非常に若者層にリー

チが強いわけです。私もインドネシアのソーシャルメディア状況をリアルタイムで把

握していませんが、ＴｉｋＴｏｋのほうがＹｏｕＴｕｂｅよりも利用時間が非常に長

く、若い世代が利用しているというようなことが指摘されていたと思います。それ以

外の通常のソーシャルメディアでも、日本のソーシャルメディアの利用状況は世界的
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に見ると結構特殊で、Ｘが非常に強いです。ただ、インドネシアも含めて、世界的に

はＦａｃｅｂｏｏｋやＩｎｓｔａｇｒａｍが非常に強い。Ｉｎｓｔａｇｒａｍにも、

最近、ショート動画が上げられるようになっています。そういうところから入り口に

なって、ＹｏｕＴｕｂｅや自社サイトに引き込んでロングバージョンを見てもらうな

どといった、窓口的な部分は何かお調べになっているのか、実際そういうことをやら

れているのか、その辺りについてお伺いしたいと思いました。 

 

【南海放送株式会社 渡部取締役執行役員営業編成本部副本部長】 

 ソーシャルメディアでいきますと、年によって変化が激し過ぎる状況です。ですか

ら、インスタ、ＴｉｋＴｏｋはもちろんですけれども、Ｇｒａｂのように配車サービ

スだけでなくて、ご飯など何でも頼めてしまうというようなものがあります。次に行

ったときには、Ｇｒａｂの上にショート動画が載るようになっていたりとかするのか

なと思うぐらい進化が激し過ぎますので、データについて基本的な傾向は出ると思い

ますが、ムーブメントは、私もはっきり申し上げて理解できていないところがありま

す。ですので、水谷構成員がおっしゃるように、ＴｉｋＴｏｋが急速に伸びるといっ

たことがありますと、次に何が伸びるのかというのは全く予想がつかない。日本の場

合は、ＸやＦａｃｅｂｏｏｋは当然若い人も使っておりますけれども、若い人になる

と、Ｘは発信するというより見ているソーシャルメディアのように感じますので、使

い方は、日々刻々変わっていっているという知見しか持ち得てないのが実情です。 

 

【水谷構成員】 

 Ｇｒａｂについては、確かにインドネシアで伸びているというのを聞いたことがあ

りましたので、そのように状況が変わるというのは、おっしゃるとおりかと思います。

日の丸プラットフォームのようなものをつくるという話を仮に進めるとしても、その

プラットフォーム自体を現地の人に認知してもらうためには、結局、現地で利用され

ているソーシャルメディアに流して、そこから入ってもらうということも重要になっ

てくると思います。今後いろいろ僕も調べてみようと思います。 

 

【南海放送株式会社 渡部取締役執行役員営業編成本部副本部長】 

 補足ですけれども、どういう形であったとしてもルートをつくることによって、海
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賊版の販売や違法アップロードをしても儲からないということにつながっていくと思

います。放送だけではなくて、配信、アーカイブ配信も含めて、コンテンツの権利を

持っている側が海賊版や違法アップロードをしても儲からないようにしていくことに

もつながっていくとは思っております。 

 

【大谷構成員】 

 特に関心を引かれたのがアンケートの結果ですけれども、定期的にテレビを見ます

かという質問に対して、はい、いいえが拮抗しているような状態でした。テレビ番組

の見方で多い方法はという質問に対しては、スマホで御覧になる方が大半、生放送も

ほとんどスマホで御覧になる方がいらっしゃり、テレビの前にいらっしゃるというこ

とが少ない状況のようです。テレビの受像機の前に座るという感覚はもはやなく、テ

レビ番組をスマートフォンで見るというのがインドネシアにおける感覚なのかなと少

し衝撃を受けました。興味本位で御質問させていただきたいと思いましたのは、日本

ではテレビを見るか見ないか、特にテレビ番組をどこで見るかということについては、

世代間格差がとても大きいと思います。インドネシアにおきましては、世代層によっ

て、例えば若い人はテレビを持っていないことが多く、スマホで見ることが多いのか、

そもそも似たような傾向があるのかといったことを教えていただければと思います。 

 質問の意図ですけれども、どういう世代に訴求するコンテンツを提供する必要があ

るのか、スマホで見るということが視聴習慣のコアであれば、それを前提にしたＰＲ

戦略も立てていかなければいけないことになるので、我が国で考えているものの延長

線で、なかなか成功しづらいマーケットという認識を持っております。その点につい

ても改めて、御感想や日頃思っていることを教えていただけるようでしたらありがた

いと存じます。 

 

【南海放送株式会社 渡部取締役執行役員営業編成本部副本部長】 

 まず、見る、見ない、それから世代の話というところでいきますと、記憶違いでな

ければ、１世帯の人数というのは３.９～３．８だったと思います。大家族ではなく、

割と小家族化が進んでいると思います。そうした中で、テレビを複数持っている家庭

というのは、所得層でいくと、かなりアッパーになってくるのかなと思います。ただ、

なぜ持てるのか分からないですけれども、道を歩いている人でもスマホは持っており
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ます。ジャカルタの話ですけれども、スマートフォンが全てのインフラになっており

ます。インフラどころか、お財布にもなっていますし、テレビ受像機にもなっている、

テレビというよりも動画コンテンツの受像機になっていると言えると思います。テレ

ビという発想でいきますと、所得に応じて見方が違います。所得を持っている人は複

数持っており、そういった家庭の奥さんは、いわゆるドラマ、ＳＧＴＶなどのドラマ

専門局を見ている。アッパー層あるいはアッパーミドル層はＭｅｔｒｏ ＴＶのよう

な政治にも経済にもつながるようなメディア、あるいはＢＢＣやＣＮＮも見ています

というふうに、世代というよりは、所得によっての見られ方が大きく違うのかなと思

います。 

 先ほどの報告でも申し上げましたように、本屋さんはあって、本はあるけれども、

雑誌がない、新聞がない国であるというところがあります。これはロジスティクスの

関係で配達ができないということもあるのかもしれませんが、もう十数年、雑誌はあ

りませんと明確に言われたので、そこは少し驚きであります。 

 ですので、テレビを見る、見ない、どの世代に当てていくかというところについて

は、つくり方として、どのデバイスに対してどうつくっていくか、若い年代が見るで

あろうデバイスに対してつくるということはあると思いますが、それよりも、所得層、

知的層に応じてつくっていったほうがいいと思っております。今、南海放送はそうい

う展開で、Ｍｅｔｒｏ ＴＶで日本を紹介するのが日本にとって一番近いのかなと思

って動いている次第です。 

 ジャカルタ、第２、第３の都市といった都市部と、そうでないところの差もインド

ネシアは激しいので、我々が今向き合っているのは、その中でも都市部だと御理解い

ただければと思います。 

 

【三友主査】 

 私、デンマークに滞在しておりまして、日本の災害情報に関しまして、国内では経

験できないことを経験いたしました。今後のインターネット必須業務に向けた国際発

信の在り方、特に災害報道の在り方について考えさせられることがございましたので

共有させてください。 

 御記憶に残っていらっしゃると思いますけれども、６月３日に、日本時間の早朝６

時半頃、能登で大きな地震がございました。デンマークにおりましても、実はスマホ
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の防災アプリは地震速報を送ってくれます。ＮＨＫニュース・防災アプリも地震速報

を送ってくれました。地域には私の知人もおり、心配でしたので、ニュース情報を見

たいのですが、残念ながら、ＮＨＫ国際放送を私の家ではテレビで見ることができま

せん。そのため、インターネットに頼らざるを得ないのですけれども、海外からは、

ＮＨＫプラスを含め、日本のテレビコンテンツプラットフォームにはアクセスができ

ません。そのため、情報ソースはいきおいＹｏｕＴｕｂｅになります。最近はＮＨＫ

並びにキー局がライブニュースをＹｏｕＴｕｂｅ上で発信しております。そこで、私

もＹｏｕＴｕｂｅ上の各局のライブニュースコンテンツにアクセスをいたしました。

ライブニュースといっても、通常は既に報道した国内のニュースを編集したものを繰

り返して流しているのですけれども、いち早く、ほとんど即座にと言っていいぐらい

ですけれども、ＹｏｕＴｕｂｅ上のライブニュースを真のライブで流したのはＴＢＳ

のＮＥＷＳ ＤＩＧでありました。これはとても早い対応で、被災された現地の映像

を含めて、災害情報をライブで提供しておりました。私としても大変ありがたく、感

心いたしました。少し遅れてＡＮＮが緊急ライブというライブコンテンツをアップし、

ライブ中継を開始いたしました。ＮＨＫもＮＨＫワールドＪＡＰＡＮをＹｏｕＴｕｂ

ｅ上でライブ配信しております。どうだったかといいますと、画面に”NHK WORLD-

JAPAN’s news programming will resume shortly.（ＮＨＫワールドＪＡＰＡＮのニ

ュースはまもなく再開します。）”という表示のまま、東京の空撮の映像を流し続けて

おりました。なぜニュースを国際発信しなかったのか、その理由はＮＨＫに伺わなけ

れば分かりませんが、今回、理由はともかく、ＮＨＫが発災情報をネット上にＮＨＫ

ニュース・防災アプリで国際的に発出しているにもかかわらず、その後の報道に関し

ては、少なくともＹｏｕＴｕｂｅ上では沈黙だったことは事実であります。逆に、国

内外を区別しないで報道いたしましたＴＢＳの報道は称賛されるべきであると思いま

した。このことをもってＮＨＫを非難するつもりはございませんが、ＮＨＫのインタ

ーネット必須業務化に向けて、ボーダーレスなインターネットの特性に合わせて、受

信者がどこにいるかに関わらず、災害報道のようなクリティカルな情報を即座に提供

することが求められているところであります。 

 先ほど、インターネット配信に注力されているとの御回答がございましたけれども、

今風の表現を使えば、いまだ少し伸び代があるのではないかと思料いたします。これ

からの国際発信を考える際は、災害報道をはじめとした必要な情報を世界に向けて、
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迅速かつ確実に伝えていくにはどうしていくべきかという視点が必要になると思いま

す。 

 具体的には、いわゆる放送の時代はオウンドメディアだけだったのかもしれません

けれども、今はインターネットを含めまして、マルチプラットフォームの時代になっ

ている。そういうことを前提に、情報提供の在り方というものを考えていくべきだろ

うというのがまず１点目でございます。 

 続きまして、２点目としましては、そういう時代だからこそ、国内向けの情報提供

と海外向けの情報提供とを区別するという、やや前時代的な考え方から脱却して、日

本を含めた一つのグローバルな社会に対して、どうすれば効果的な情報発信が可能な

のかということを考えていくべきかと思いました。 

 以上、私の個人的な経験からではございますけれども、ある意味では非常に強い衝

撃を受けましたので、そこから気づきました点を述べさせていただきました。私から

の一方的な意見でございますので、もしＮＨＫから、反論も含めまして、何かござい

ましたら、お願いできればと思います。 

 

【日本放送協会 小池専務理事】 

 今、三友主査からいただいた御指摘、非常に重く受け止めております。また、課題

などもよく検証して対応していきたいと思います。 

 

(5) 閉会 

事務局から伝達事項の連絡があった。 

（以上） 

 

 


